
１．目標と実績
（１）県内電力消費量に対する再生可能エネルギーの発電量割合

（単位：億kWh）

項　　　　　目
Ｈ２６年度末
（計画策定時）

Ｒ２年度末
実　　績

Ｒ２年度末
目　　標

再生可能エネルギー発電量 A 10.9 15.8 15.6

県内電力消費量 B 51.4 49.9 51.4

県内電力消費量に対する再生可能
エネルギーの発電量割合 A／B（百万kWhで算出）

21.2% 31.5% 30.4%

　　　　　　　　　　　　　　　の出力に各発電設備の設備利用率と時間を乗じて算出した推計値

・県内電力消費量 B：国が公表している「都道府県別電力需要実績(R2年4月～R3年3月分）」を使用

　【参考】改定した計画における県内発電量及び県内電力消費量に対する割合
（単位：百万kWh）

項　　　　　目
Ｒ元年度末
実　　績

Ｒ２年度末
実　　績

Ｒ７年度末
目　　標

再生可能エネルギー発電量 A 1,289 1,393 1,592

県内電力消費量 B 5,190 4,993 5,496

県内電力消費量に対する再生可能
エネルギーの発電量割合 A／B

24.8% 27.9% 29.0%

　　　　　　　　　　　　　　　その他の発電は、国の電力調査統計と地域政策課調査による実績値

・発電量を、発電出力から算出した推計値から国の電力調査統計による実績値へ変更したことにより

  割合(A/B)は低下

　ます。

・再生可能エネルギー発電量 A：太陽光発電は国の電力調査統計で把握できないため、（１）と同様に推計値

再生可能エネルギー導入の推進状況

再生可能エネルギー導入の推進については、「島根県再生可能エネルギー及び省エネルギー

　の推進に関する基本計画」(平成27年9月策定)に基づき、取り組んできました。

　　目標年度である令和２年度末の状況については、次のとおりとなります。

 　 なお、令和３年３月に改定した計画の目標に対する実績については、【参考】に記載してい

・再生可能エネルギー発電量 A：導入された太陽光、陸上風力、大中小水力、バイオマスの各発電設備

　　県内発電量の算出根拠となる発電設備の出力は、国の公表数値を使用（令和３年３月末現在）

　　年間発電量は４.９億kWhの増、県内電力消費量は１.５億kWhの減少となった。
    その結果、県内電力消費量に占める再生可能エネルギー発電量の割合は１０.３ポイントの増
    となり、目標を達成した。

　〈評価〉
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（２）各発電設備の出力及び太陽熱の熱量

項　　　　　目
Ｈ２６年度末
（計画策定時）

Ｒ２年度末
実　　績

Ｒ２年度末
目　　標

太陽光発電(住宅用・10kW未満) 53,377 kW      74,289 kW 83,000 kW程度

太陽光発電(メガソーラー等・10kW以上) 79,536 kW     275,317 kW 170,000 kW程度

陸上風力発電 128,254 kW     178,483 kW 240,000 kW程度

小水力発電(1,000kW以下) 7,335 kW    8,010 kW 7,853 kW程度

木質バイオマス発電 0 kW      19,250 kW 18,950 kW程度

太陽熱ソーラーシステム（※） 0 TJ/年 1.8 TJ/年  6 TJ/年程度

  増加した。

○陸上風力発電

　浜田市で４８,４３０kWの風力発電が稼働し、５０,２２９kWの増加となった。

○小水力発電

　阿井発電所（奥出雲町）、大長見、山佐発電所（島根県企業局）等の新設やリニューアル

　により６７５kW増加した。

○木質バイオマス発電

　松江市、江津市で木質バイオマスが稼働し、１９,２５０kW増加した。

　２０,９１２kWの増となった。

（※）太陽熱ソーラーシステムは１台あたりの平均年間有効集熱量を約０.０１３ＴＪ(テラジュール)と想定
　　　し、５００台程度に相当する６ＴＪ／年程度をＲ2年度末の目標としている。

○太陽熱ソーラーシステム

  １３９世帯が設置したが、導入が伸び悩んだ。

○太陽光発電

　この他に、環境アセスメント手続き中の計画がある。

　住宅用・１０ｋW未満は、固定価格買取制度の買取価格の下落により導入が伸び悩んだものの、

　メガソーラー等・１０kW以上は、出雲市や浜田市等でメガソーラーが稼働し、１９５,７８１kW

2



２．項目別の目標と実績

項　　　目 指　　　標
Ｈ２６年度末
(計画策定時)

Ｒ２年度末
実　　績

Ｒ２年度末
目　　標

小水力発電
地域振興や農業振興のための
マイクロ水力発電の設置箇所数

０か所 ４か所
(実証実験）

５０か所

木質バイオマス
発電

木質バイオマス発電に関連する
雇用者数

０人 １１０人 １００人

太陽光発電
再生可能エネルギーの導入に
取り組む自治会等の数

２団体 ３１団体 １０２団体

太陽熱利用
医療･福祉施設等の給湯への
太陽熱ソーラーシステム等
の導入助成数

０か所 ８か所 ６か所以上

地熱・地中熱利用
公共施設等の冷暖房への地熱
・地中熱ヒートポンプ等の導入
助成数

０か所 ２か所 ６か所以上

木質バイオマス
熱利用

公共施設、温浴施設における
木質バイオマスボイラー導入
箇所数

１６か所 ２５か所 ２１か所以上

家庭用燃料電池
家庭用燃料電池（エネファー
ム）の設置台数

１２５台 ３６７台 １８５台以上

非常時の
エネルギー確保

避難所等への太陽光発電、
蓄電池の設置か所数

１０か所 ３７か所 ２５か所

普及啓発
「再エネ教室」を開催した
県内の小中学校数

２３校 ２１５校 １６０校

○家庭用燃料電池

○普及啓発

○太陽光発電

　・民間事業者が設備を導入するにあたり、売電を条件としていたため、固定価格買取制度の

　　２４２台設置された。

　・２９団体において、太陽光発電設備が導入され、発電された電力や売電収入が自治会活動や

　・自治会等が集会所等に設備を導入するにあたり、初期投資の資金調達等に課題があり、

○非常時のエネルギー確保

　　地域のイベントへの支援など地域の活性化や地域貢献に活用された。

　　普及が進まなかった。

　　買取価格の下落により導入が伸び悩んだ。

　・省エネの効果があり、非常時電源として活用可能な家庭用燃料電池（エネファーム)が

　・地域の防災拠点や避難所において、非常時の電源を確保するため、国の補助事業を活用

　　して２７施設で太陽光発電設備と蓄電池が導入された。

  ・再生可能エネルギー教室を１７市町、延べ１３０小中学校・６２児童クラブで開催し、

　　エネルギーの意義や省エネルギーの仕組みなどに関する知識を深めた。

○小水力発電

　・県が、街灯や有害鳥獣防止電気柵に供給できるマイクロ水力発電設備を４か所（１０台）に

　　設置し、実証実験を実施した。

　・マイクロ水力発電については、水利権の問題や採算性、管理の手間に加え、発電が微弱で

　　活用が限定的であることから普及が進まなかった。
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